
Ⅰ．議案種類毎の議決権行使結果

2018年7月～2019年6月株主総会における議決権行使結果

 2018年7月～2019年6月に株主総会が開催された国内上場企業のうち、当社が議決権行使の指図を行った企業
数は1,907社、議案数は6,529議案（会社提案6,406議案※、株主提案124議案※）でした。議案種類毎の議決権行使
結果は以下のとおりです。 
 ※会社提案かつ株主提案である1議案をそれぞれ含むため、議案数計と会社提案・株主提案数の合計は一致しない 

＜企業数ベース＞

1,907 1,664 243 12.7%

＜議案数ベース＞

取締役の選解任 1,811 1,757 54 3.0%

監査役の選解任 1,700 1,553 147 8.6%

会計監査人の選解任 47 47 0 0.0%

役員報酬 736 709 27 3.7%

退任役員の退職慰労金の支給 166 143 23 13.9%

剰余金の処分 1,352 1,346 6 0.4%

組織再編関連 47 47 0 0.0%

買収防衛策の導入・更新・廃止 63 50 13 20.6%

その他資本政策に関する議案 45 44 1 2.2%

439 439 0 0.0%

0 0 0 0.0%

6,406 6,135 271 4.2%

取締役の選解任 19 0 19 100.0%

監査役の選解任 3 0 3 100.0%

会計監査人の選解任 0 0 0 0.0%

役員報酬 3 0 3 100.0%

退任役員の退職慰労金の支給 0 0 0 0.0%

剰余金の処分 9 2 7 77.8%

組織再編関連 0 0 0 0.0%

買収防衛策の導入・更新・廃止 0 0 0 0.0%

その他資本政策に関する議案 3 0 3 100.0%

87 0 87 100.0%

0 0 0 0.0%

124 2 122 98.4%

※1：議案数については親議案ベース（1議案のなかに複数の取締役等の選任案が含まれている場合にも1議案としてカウント）での集計

※2：監査等委員会設置会社における、監査等委員である取締役の選解任は、「監査役の選解任」に分類

※3：「役員報酬」とは、役員報酬額改定・ストックオプションの発行・業績連動型報酬制度の導入・改定、役員賞与等

※4：「組織再編関連」とは、合併、営業譲渡・譲受、株式交換、株式移転、会社分割等

※5：「その他資本政策に関する議案」とは、自己株式取得、法定準備金減少、第三者割当増資、資本減少、株式併合、種類株式の発行等

※6：棄権・白紙委任については該当無し
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